
各国の非正規雇用の割合は…
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欧州はEU、ILOの資料。日本は総務省「労働力調査｣など

「働きつづけたい」

「生活を安定させたい」

「使い捨て」をやめさせ
労働者派遣法の抜本改正
労働者派遣は本来、臨時的一時的業務に限定す

るのが大原則です。日雇い派遣を禁止し、派遣社
員の正社員化への道を開きます。

●有期雇用を厳しく制限し、「首切り

自由の使い捨て労働」をなくします。
●パートなど非正規雇用の均等待遇を

実現します。

●最低賃金を時給１０００円以上に引
き上げ全国一律最賃制をつくります。

異常な長時間労働の

是正を
労働基準法には残業の上限規制

がありません。大臣告示「残業時
間は年間360時間以内」を法制化
します。ヨーロッパでは法制化されている連続休
息時間（次の勤務までの時間）最低11時間を法制

化します。

●サービス残業に罰則強化
サービス残業根絶へ「サービス残業代」を２倍

にするなどペナルティーを強化します。

「ルールある経済社会を」

■労働時間指令
残業、変形労働時間を含めて週48時間

を超える労働を禁止。

■パートタイム労働司令
パートタイム労働者とフルタイム労働

者の均等待遇を定める。

■有期労働司令

雇用契約期間の定める労働は合理的理

由がある場合に限定する。

■派遣労働司令
派遣労働者と正社員との均等待遇を定

める。

労働時間の上限週４８時間

派遣、パートの均等待遇

どの国にも「派遣村」はない

時間外労働の上限規制なし

長時間労働で健康破壊深刻に

派遣、パート等の労働条件は劣悪

労働者の「使いすて」がまん延

貧困と格差拡大、各地に「派遣村」
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女性差別、日本に勧告 国連

日本は1985年に女性差別撤廃条約（1979年12

月18日、国連総会で採択）を批准。しかし、実

質的にはまったく実行していません。

このため日本政府は、国連女性差別撤廃委員

会から「女性にたいするあらゆる形態の差別撤

廃及び女性の地位向上の基盤として重視されて

いない」と批判の勧告をうけています。
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若い世代の6割が労働組合を「必要」
４割以上が将来、「入りたい」

「週刊ダイヤモンド」（2009／12／05）で、ネッ

ト世論調査による「若い世代の労働組合観」を掲載。

16歳～20歳の若者500人に質問。「労働組合は必要だ

と思いますか？」の問いに、「絶対必要」（19.2％）、

「どちらかというと必要」（42.0％）、「どちらか

というと不必要」（5.0％）、「まったく不必要」

（1.2％）の答え。将来、就職後に労組への加入につ

いて４割以上が「入りたい」と回答しています。

労働相談・お困りのことがありましたら 電話０４５－４３２－２１０１（日本共産党神奈川県委員会）
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